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廃炉・汚染水対策事業の関係性及び予備エンジニアリングへのつながり

（株）三菱総合研究所（廃炉・汚染水対策事業事務局）1

松本 昌昭1、近藤 直樹1、中村 京春1、小河 絵里香1

１．イントロダクション
福島第一原子力発電所の廃止措置を安全かつ着実に進めるためには、国内外の叡智を結集し、研究開発を行うことが重要である。このため、経済産
業省は技術的難易度の高い研究開発を支援する補助事業（「廃炉・汚染水対策事業」）を平成25年度から実施している。平成29年度は16件の補
助事業が実施されるなど、本事業の研究開発内容は多岐にわたっており、各成果を福島第一原子力発電所の廃止措置に適用するためには補助事業間
の連携が必須である。

２．廃炉・汚染水対策事業の関係性及び予備エンジニアリングへのつながり
平成29年度に実施された廃炉・汚染水対策事業の全体図を以下に示す。廃炉・汚染水対策事業は、内部調査、デブリ取り出し（工法開発）及び
デブリ取り出し（基盤技術）、デブリ取り出し（作業環境向上）、廃棄物対策に大別され、同図では各事業において得られた成果の連携状況を示す。

廃棄物対策

デブリ取り出し（工法開発）

デブリ取り出し（作業環境向上）

実機適用・予備エンジニアリング

内部調査
✓ 開発した補修・止水技
術の現場適用性確認
結果

✓ 開発した収納・移送・
保管システム

✓ 事故により発生した固体廃棄物を安全に処理・処分するた
めの技術開発成果

✓ 廃棄物ストリームの検討結果

✓ 燃料デブリの取り出し・
回収等の検討結果

✓ 止水箇所・工法等の
臨界管理情報

✓ 燃料デブリの取り出し・回収等の検討結果

✓ 工法実現性のための要素
試験に基づくデータ

経済産業省「廃炉・汚染水対策事業費補助金」補助事業
廃炉・汚染水対策事業事務局（株式会社三菱総合研究所）

※本図は各事業間での連携を網羅的に示したものではなく、事業目標に照らして重要と考えられる事項を事務局にて抽出・整理したものである。
※「内部調査」「デブリ取り出し（工法開発）」「デブリ取り出し（基盤技術）」「デブリ取り出し（作業環境向上）」それぞれに含まれている補助事業間
での連携は適宜実施されている。

✓ 安全シナリオ
✓ センサ性能改善のためのサン
プリング作業への適用結果

✓ システム設計、取り出し工具
設計等に資する物性データ

✓ 収納缶に係る安全要件・仕
様・保管システムの検討結
果、収納形式の検討結果

✓ 臨界管理手法
✓ 安全要求、機能要求

✓ 推定された燃料デブリ分布、量、
組成等の情報・データ

✓ 「燃料デブリ特性リスト」

✓ 推定された燃料デブリ分布、量、組成、乾燥時の挙動等の情
報・データ

✓ 「燃料デブリ特性リスト」

✓ 収納缶に係る安全要件・仕様・保管システムの検討結果、
収納形式の検討結果

✓ 収納缶に係る安全要
件・仕様・保管システム
の検討結果、収納形式
の検討結果

✓ 安全シナリオ
✓ 収納缶に係る安全要件・
仕様・保管システムの検
討結果、収納形式の検
討結果

✓ 分析・調査ニーズ

✓ 分析・調査ニーズ
✓ ペデスタル内外にアクセスがで
き、デブリ由来の中性子検知
が可能な技術

デブリ取り出し（基盤技術）

✓ 「燃料デブリ特性リスト」

✓ 取り出し装置の検討に必要な
硬さ等の情報・データ

✓ センサの性能改善のための調
査作業適用結果

○固体廃棄物の処理・処分に関する研究開発
固体廃棄物の性状把握を行った上で、処理技術、処分概念、安
全評価手法の提示に向けた調査・検討をするとともに、固体廃棄物
の保管管理のリスク低減に必要な技術開発を行う。

○燃料デブリの性状把握・分析技術の開発
（燃料デブリの経年変化特性の推定）
燃料デブリの微粒子化や水中への移行挙動等に関する知見を
取得し燃料デブリの長期的な経年変化挙動を予測する。

○原子炉格納容器内部詳細調査技術の開発
燃料デブリ取り出し方法の確定等に向けて、PCV内の状況を、
確度高く把握するため、アクセス・調査装置の規模の大型化、調
査技術の高度化を行う。

○原子炉格納容器内部調査技術の開発
燃料デブリ取り出し方針の決定・方法の確定に向け、調査・開
発計画の策定と要素技術開発、小さな開口からPCV内部へア
クセスする装置の開発と現地実証、より大きなアクセスルートの構
築を行う。

○原子炉圧力容器内部調査技術の開発
燃料デブリ取り出し方法の確定に向けて、RPV内の状況等を
確度高く把握するための遠隔による調査装置・システムを開発す
る。

○燃料デブリの性状把握・分析技術の開発
燃料デブリ特性リストの更新、模擬デブリを用いた乾燥時の挙
動等の特性評価、分析技術の開発、分析施設への輸送方法
の検討等を実施する。

○総合的な炉内状況把握の高度化
H28年度までに得られた成果から、RPV内・PCV内の状態推
定の不確かさを減少させるため設定した検討課題に関する分
析・評価を通じ、 RPV内・PCV内の状態推定を進める。

○燃料デブリ・炉内構造物の取り出し工法・システム
の高度化
工法・システムに関する安全確保上の課題解決に必要な技術開発、
被ばく・保守性等の観点で比較評価等を実施し、工法・システムの概念
検討を完了する。

○燃料デブリ臨界管理技術の開発
燃料デブリ取り出し方針決定・方法確定に向け、各工法ごとの臨界防
止と、万が一生じた場合も被ばく・環境への影響がないような臨界管理方
法を策定する。

○燃料デブリ・炉内構造物の取り出し基盤技術の高
度化
燃料デブリ取り出し方針に沿って要素試験を実施し、燃料デブリ・炉内
構造物の取り出し工法・技術の選定・実施に資するための実機向け装
置開発を行う。

○燃料デブリ・炉内構造物取り出しの基盤技術開発
事業（小型中性子検出器の開発）
炉内に存在する燃料デブリの分布を把握するため、高ガンマ線量下で微
弱な中性子を計測できる小型の検出装置の開発を行う。

○圧力容器／格納容器の耐震性・影響評価
手法の開発
大規模地震発生時のRPV/PCV 内の重要機器への影響を
明らかにし、防止・抑制できる対策案を考察するとともに、その対
策案に基づく安全シナリオの有効性を確認する。

○原子炉格納容器漏えい箇所の補修技術の
開発
燃料デブリ取り出し方針の決定や方法の確定に向け、放射性
物質の飛散・拡散防止、 冷却維持等の観点からPCV内で閉
じ込め機能の構築、漏えい箇所の補修技術開発、実機適用
性の見極めを行う。

○原子炉格納容器漏えい箇所の補修技術の
実規模試験
「原子炉格納容器漏えい箇所の補修技術の開発」で開発さ
れる技術の実規模試験を行い、その成立性を確認する。

○燃料デブリ・炉内構造物の取り出しに向けた
サンプリング技術の開発
平成28年度の研究成果と福島第一の最新の知見より、サン
プリング計画を見直し、サンプリングシステム及び装置に関する技
術課題の検討をさらに進める。

○燃料デブリ収納・移送・保管技術の開発
平成28年度までに主に安全設計の観点から設定した収納缶
仕様を、燃料デブリ取り出し工法や移送作業等の観点から評
価、 改良し、収納缶仕様を設定する。

中長期ロードマップ マイルストーン
①初号機の燃料デブリ取り出し方
法の確定：2019年度
②初号機の燃料デブリ取り出しを開
始：2021年内

中長期ロードマップ マイルストーン
処理・処分の方策とその安全性に関す
る技術的な見通し：2021年度頃

✓ 燃料デブリ取り出し・回収等
の検討結果

✓ 廃棄物の仕分け
等の知見

【出典】
[1] 経済産業省 資源エネルギー庁, 研究開発プロジェクトの進捗状況及び次期計画の方向性, 廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議（第 51 回）
[2] 廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議,東京電力ホールディングス(株)福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ（平成29年9月26日）
[3] 技術研究組合 国際廃炉研究開発機構, 研究開発成果概要 平成29年度版
[4] 技術研究組合 国際廃炉研究開発機構ウェブサイト, 平成29年度研究開発成果 (http://irid.or.jp/research/20170000/)
[5] 廃炉・汚染水対策事業事務局ウェブサイト (http://dccc-program.jp/, http://en.dccc-program.jp/)

✓ 推定された燃料デブリ分布、量、
組成等の情報・データ

（東京電力ホールディングスによる実施、廃炉・汚染水対策事業の範囲外）

３．事務局の役割
三菱総合研究所は、本事業開始以来、原子力やプロジェクト管理等の専門家を結集し、事務
局を担当している。事務局は、国内外に向けた研究開発の公募に始まり、審査及び採択、交付
決定に係る業務、進捗状況管理（月次工程管理、現地視察、中間/最終報告会の開催）、
補助金利用の精査（額の中間検査/確定検査）、支払い手続き等、一貫した事業管理を行っ
ている。

Figure 1. Implementing Scheme
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トップページ 公募情報

５．公募事業

内部調査 作業環境の向上

廃棄物対策取り出し工法の開発

４．事務局ウェブサイト
日本語版：http://dccc-program.jp/
英語版：http://en.dccc-program.jp/


